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はじめに 

新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、政府は 2020 年 4 月 7 日に緊急事態宣言を 7 都府県に、同 16 日

には全国に対象を拡大して発令した。特に感染者が急速に増加した東京都・大阪府などの大都市では、店舗

の休業やリモートワークの増加など、住民の生活様式に変化を促す政策が現在でも実施されている。今回の

新型コロナウイルス感染症拡大では、大都市に生活基盤を置く住民がほぼ一斉に生活様式を変化させた結果、

一部生活必需品の需給バランスがひっ迫する事態が生じた。さらに各地での「モノが足りない」、「輸入がス

トップしている」といった情報に端を発した、いわゆる「買占め」行為が見られる一幕もあった。5月 15 日

現在、39 県での緊急事態宣言が解除されたが、今回の「国難」と言っても過言ではない事態を受け、物流業

界はどのような課題に直面し、今後の第二波、第三波にどのような備えが求められるかを確認していきたい。 

１．課題①～生活必需品の流通混乱～ 

 わが国では 2020 年 1 月後半から使い捨てマスクの店頭在庫の払底が見受けられたが、2月後半からは紙製

品、衛生用品、アルコールスプレー類などの買占めが発生した。政府が 2 月 27 日に公立学校の休校を発表し

た際には、インスタント麺や菓子類、レトルト食品、飲料水などが次々と品切れになった。さらに「トイレ

ットペーパーは海外生産が中心のため、在庫が不足する」といった事実と異なる情報が SNS を中心に広がり、

ドラッグストアやスーパーマーケットにはマスク以外にも各種紙製品を買い求める客が押し寄せた。一連の

混乱を受け、業界団体やメーカーは品薄となった商品の大半は国内生産であり、在庫は十分に存在する内容

の情報を発信して事態の鎮静化を図った。しかし同時期に海外の都市が次々とロックダウンされる過程にお

いて、スーパーマーケットの来店客同士が紙製品を奪い合う行為や商品が売り切れ、空になった棚の映像が

くり返し報道された結果、人々の不安はむしろ増大し、スーパーマーケット、ドラッグストアでの買占め行

為が加速することになった。 

また政府・自治体が外出の自粛を呼びかけた結果、外出を伴わないインターネットショッピングが急増し、

物流業界に新たな混乱を生み出した。一部の運送事業者では 4 月中旬以降の当日再配達や集荷を停止する、

あるいは生活用品を販売する協同組合では、サービス維持のため受注制限などの対策を取っている。しかし

物流工程の最終段階、いわゆる「ラストワンマイル」を担う配送トラックの負荷が増大することは避けられ

ない。インターネットを経由する発注の急増により、各メーカーからの納入が殺到し、ショッピングサイト
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運営事業者の物流センターでは配送待ちのトラックが数時間待機するという事態が発生しているという。 

２．課題②～トラックドライバー不足～ 

新型コロナウイルス感染症のまん延以前から、トラックドライバーの高齢化と物流業界の人手不足は社会

問題の一つとして認識されていたが、今回の感染症拡大によってさらに深刻な事態が発生している。 

 

 

 

 

図表１ トラックドライバーの需給予測1 

 

今般の生活様式の変化や特定商品の需要急増の影響で、一部の物流事業者では業務のオーバーフローが発

生し、荷主企業の事業への影響も出ている。業界団体が 3 月に実施した調査では、荷主企業のうち「新型コ

ロナウイルスの感染拡大により、国内の取引先に向けた製品・商品の受注・納品・販売に影響はありますか？」

との問いに対し「大幅な受注・販売増となった製品・商品がある」、「製品・商品の納品に遅れが生じている」

という回答がともに 32.91%に上っている2。これは物流業界が流通量の急増に耐える能力を失っており、「モ

ノがあっても運べない」という状況が反映された結果と考えられる。 

 

 
図表２ 荷主企業における国内の製品・商品の受注・納品・販売への影響3 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大が、製品・商品の受注・納品・販売に与えた影響のいくつかの具体例を、以

                              
1 公益社団法人鉄道貨物協会「平成２５年度本部委員会報告書」

https://www.rfa.or.jp/guide/activity/pdf/25report.pdf（アクセス日：2020.5.13） 
2 公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会「緊急アンケート調査「新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ－１９）の感

染拡大による物流への影響について」調査結果」より一部抜粋 https://www1.logistics.or.jp/Portals/0/コロナウイ

ルスアンケート集計結果_20200318.pdf（アクセス日：2020.5.13） 
3 前掲脚注２に同じ 

 
2010 年度 2020 年度 2030 年度 

需要量 993,765 人 1,030,413 人 958,443 人 
供給量 964,647 人 924,202 人 872,497 人 
過不足 ▲29,118 人 ▲106,211 人 ▲85,946 人 



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 200 ｜ 2020 年 5 月 22 日 

Copyright © 2020 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 3 

下に示す。 

 

＜製造業＞ 

① 受注・販売増加 

・ハンドソープ・固形石鹸は2月後半から3月に入り前年比2倍～3倍の販売推移。 

・COVID-19需要関連商品について発注量が急激に増加。これに伴い供給体制を前倒し及び増産対応するも一

時的に需要増を満たしきれない状況が発生。 

・量販店、通販用の商品が大幅な受注・販売増となり、在庫が少なく生産予定に影響が生じている。 

・3月から、家庭向け加工食品の注文が大幅に増加した。一部商品に欠品が発生し、オーダー調整実施。出荷

が極端に増加し、配送し切れない日もあった。 

・レトルト系や即食系商品の出荷が増大し、品薄や欠品状況となっている。 

・加工食品を中心に大幅な需要増となっており、製品によっては在庫薄、生産待ちとなっている。一部製品

について、出荷調整を実施している。 

 

② 受注・販売減少 

・機械製造の受注減。 

・設備投資計画の見直しによる受注減少。また現地工事での入場制限による工事進捗の遅れ。 

・飲食店で消費される製品の出荷量が減っている。 

・主に業務用カテゴリの販売が減少している。 

・春夏の新商品が販売される時期だが、一部販売延期や特売の中止等が見られる。 

・得意先の生産制限による受注カット。 

 

③ 物流による影響 

・納品待機時間が増加している。 

・一般家庭向け加工食品は大幅な受注増により配車できない事態が発生。外食関係向けは荷動きが悪い。 

・3月度に販売を予定している商品に遅れが生じている。 

 

＜流通業＞ 

① 需要増に影響 

・一部商品の品切れ、納品遅れ、発売時期変更、定番商品に生産能力の集中など。 

・学校が休みとなったことで、カップラーメンやレトルトカレーなどが異常に売れているため、メーカーで

も品薄となっている。また全販売店で異常受注のため、数量制限の実施。 

・マスク、消毒剤、医薬品にメーカー出荷制限が掛かっている。 

・2 月下旬から 3 月初旬の紙類の買い溜めパニックが起きた際は、紙類の欠品が発生。自社で車両を手配し

工場引き取りで対応した。 

 

② 物流への影響 

・荷主企業から運転手のマスク着用を義務付けられたが、入手困難のため苦慮している。 
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・海外からの輸入、海外への輸出が停滞し、配送業務が一部なくなった。 

・学校休校に伴い、子供の面倒を見なくていけない従業員が発生し、人員調整が必要となった。 

・倉庫内作業や納品現場ではテレワークなどが困難なため、コロナウイルス感染防止への配慮が難しい。 

・急遽航空会社の運休により、緊急輸送案件のルート計画に苦慮している4。 

 

3．課題③～トラック需要のミスマッチ～ 

一部生活用品の需要が急増する一方、海外需要の大幅な低迷に見舞われた自動車産業などを筆頭に、産業

界の大部分は需要の減少に直面している。さらにコスト競争力を重視し、サプライチェーンの大部分を中国

からの輸入に依存していた企業では、中国における生産活動の停滞の影響を受け、調達・販売ともに強力な

ブレーキがかけられた状態といえる。このような製造業の状況を受け、物流事業者においても一部の自社ト

ラックを稼働休止資産に振り分け、事業を縮小せざるを得ない状況が発生している。 

 

図表３ 輸送機関別分担率（トンベース）5 

 

上記の図表３は日本国内で輸送される輸送機関別の物量を、輸送距離を考慮せず重量のみで集計したいわ

ゆる「トンベース」でシェア化したものだが、わが国の物流活動はトラックによる輸送が圧倒的なシェアを

占めていることが理解できる。ほとんどの大手物流事業者は、トラック１台をひとつの荷主の貨物で埋めて

荷主の工場・倉庫間を運行するチャーター輸送事業と、複数の荷主の貨物を１台のトラックに集約して集荷・

配送する混載輸送事業を並行して展開している。さらに混載輸送事業には「集荷」・「輸送」・「配送」のフェ

ーズが存在し、大手物流事業者から委託を受けた中小の事業者が特定のフェーズを担うケースも少なくない。

業界の実態として各フェーズの収益率には若干の違いがあるとされており、今後収益率の低い事業の比重が

                              
4 前掲脚注２に同じ 
5 公益社団法人全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業 現状と課題 ２０１９」

http://www.jta.or.jp/coho/yuso_genjyo/yuso_genjo2019.pdf（アクセス日：2020.5.13） 
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大きくなることによって、業績の下方修正を余儀なくされる事業者が発生する事態が懸念される。 

 

図表４ 混載輸送の流れ6 

 

考えられるシナリオとしては、発送側の荷主工場の減産あるいはライン停止によって集荷・輸送の荷動き

が急減し、比較的収益率が低い配送のみが急増することにより、物流事業者の収益構造が悪化するケースが

増えるという事態である。このため物流事業者においては自社が手掛ける各事業の収益を精査し、収益率の

低い事業については価格の改定に向けた取り組みが求められる。荷主企業においても値下げありきの価格交

渉を控え、必要に応じて物流事業者のコストの内訳整理を支援するなど前向きな努力が要求されている。 

物流事業はいわば経済の血液であり、わが国はもちろん厳格な外出制限を実施している海外においても、

食品や日用品を中心とした生活必需品のサプライチェーンは通常通り機能させているケースがほとんどであ

る。かつてわが国でも「米騒動」といった社会現象が発生したように、生活必需品の払底は社会不安や治安

悪化に直結するおそれがあるため、物流を止めない努力は社会一丸となって取り組む課題といえる。なかで

も当事者である物流事業者は今回の経験を踏まえ、今後可能性が指摘されている第二波、第三波に備え、既

存の事業継続計画（以下”ＢＣＰ”）の見直し、または新たに準備することが望まれる。 

4． 今後の備え～物流企業のＢＣＰ～ 

物流事業者にとって最大のリスクは、売上高の源泉である物流サービスが提供できなくなることである。

東日本大震災は未曾有の大災害であったが、その一方でトラック輸送を始めとする物流活動がわが国の経済

と国民生活を支える重要なライフラインであることを再確認させる機会ともなった。トラック輸送が機能し

ないことは、荷主企業にとってはサプライチェーンの寸断と同意であり、特に商品の納品が滞ることは荷主

企業が売上を計上できないことをも意味する。このことから物流事業者は荷主企業のパートナーであり、物

流活動は荷主企業が事業を継続させる上での要諦であると言える。さらに緊急救援物資や生活必需品の輸送

という社会的責任を果たすため、物流事業者は自社の運送サービスを提供し続けることに対する強靭な意志

と合理的な備えを持つことが要求される。 

 

4.1.感染拡大防止の基本 

感染症の拡大を防ぐには、企業経営者の努力だけではなく、個々の従業員の協力が重要となる。特に物流

事業は多数の労働者が連携することで成立する「労働集約型」の産業であり、極論すればサービスを継続す

る資源の第一は従業員である。下記図表５は感染症の予防策のうち、個人で実施可能であるにも関わらず見

落とされがちな行動となっている。物流事業者以外でも周知・徹底することで感染リスクの低減に寄与する

行動であるため、ご参考とされたい。 

                              
6 当社作成 
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図表５ 感染防止のポイント7 

感染者の発生は企業の操業に直結するため、従業員の意識向上が企業を守る第一歩である。 

 

4.2.運送事業への影響度評価 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言が発令されている最中においても物流機能の継続は、

社会機能の維持に欠かすことのできない役割として期待されている。公益社団法人全日本トラック協会「中

小トラック運送事業者のためのリスク対策ガイドブック」によれば、物流事業者が運送サービスを継続さ

せる（運送サービスを止めない） ための重要業務として、①受注、②運行管理、③配送の 3 分野が抽出

されている。 

 

図表６ トラック運送事業者の 3つの重要業務8 

また輸送のほか、保管、流通加工等といった事業のウエイトが高い企業の場合は、保管や入出庫などを

行う物流センター業務も同様の位置付けと言える。それぞれの業務に欠かすことのできない業務リソース

をもれなく洗い出すと共に、それぞれ新型コロナウイルス感染症による影響を評価し、「これがなければ輸

                              
7 当社作成 
8 公益社団法人全日本トラック協会「中小トラック運送事業者のためのリスク対策ガイドブック」

http://www.jta.or.jp/keieikaizen/skillup_site/BCP_guide.pdf（アクセス日：2020.5.15） 
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送できない」、「こうなったら運送サービスを継続できない」というボトルネックを事前に把握する必要が

ある。 

 

図表７ 作業の流れ9 

重要業務の遂行に必要な業務リソースとして、車両、燃料（業務用の軽油、通勤用のガソリン）、通信手段、

電源などは、トラック運送事業であれば当然必要とされ、加えて人（ドライバーや運行管理者等の資格者）

も重要な業務リソースとなる。 

4.3．感染症による被害想定 

被害の想定に際して、既に自然災害のＢＣＰを策定されている場合は、いくつかの前提を変えると被害の

見積り作業が容易となる。以下は、自然災害と感染症の影響度の違いとなるが、あくまでも一例として活用

いただきたい。また、政府・自治体の各種補助金・助成金などが交付される事態も考えられるため、中小事

業者は平時から行政書士等とのコミュニケーション経路を確保しておくことが望まれる。 

 

 
図表８ 自然災害および感染症の事業への影響 10 

自然災害と比較すると、感染症は復旧までの時間が長く、影響が広範囲となる。 

 

4.4．代替策・事前対策の検討 

需要の増加や感染症の拡大により、「ドライバー」や「車両」という経営資源が不足した場合の代替として

                              
9 前掲脚注８に同じ 
10 当社作成 
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は、「傭車の確保」、「他の荷主向けの業務に従事しているドライバーや車両の一時的な融通」などが考えられ

る。 

また、「普段利用している給油施設が感染症の発生で閉鎖して燃料調達できない可能性」というリスクに対

しては、「平時から調達先を１社に絞り込まず常時複数社から仕入れる」、「最低３日間程度は運行できるだけ

の燃料を備蓄する」といった事前対策も必要である。 

なお、ガソリンや軽油については危険物であることから、備蓄（貯蔵）についての制限がある。軽油だけ

の貯蔵であれば以下の規制を受けるので注意が必要である。 

■ 200 ㍑未満・容器の制限あり 

■ 200 ㍑以上 1000 ㍑未満・少量危険物貯蔵に関わる届出が必要 

・容器の制限のほか貯蔵場所の構造や設備等について火災予防条例の規制あり 

※ 詳しくは下記アドレス「ガソリンや軽油に関する規制の早見表」を参照 

http://www.jta.or.jp/kotsuanzen/earthquake/hayami_hyo.pdf 

 

4.5.今回の感染症拡大を踏まえた対策 

 今回の感染症拡大に際して物流事業者が実際に直面した課題、要求された対策はおおむね下記の通りであ

る。これらは今後可能性が指摘されている第二波、第三波への備えとしても参考となるため、可能なところ

から対策を進めておくことが望ましい。 

 

＜運輸＞11 

・入場の際、マスク着用を義務付ける荷主も数社あり、入手困難な状況のなか、自製マスクを配布するなど

の対応に追われている。 

・荷主企業から運転手のマスク着用を義務付けられたが、入手困難なため対応に苦慮している。 

・年度末の会議・出張を自粛⇒テレビ会議等の開催に変更（最少の人員）。 

・感染者が発生した施設へのドライバーの配達拒絶。 

（物流やサプライチェーンに関する記載） 

・配送業務が一部なくなった。 

・品目により輸送量の増減が発生している。 

・入荷の大幅な遅れと急な出荷対応。 

＜倉庫＞ 

（人や組織に関する記載） 

・会議の制限：ＴＶ会議の活用。但しＴＶ会議システムの不足。 

・出張の制限により新規事業所の設立等の人の手を介在しなければ着手・確認ができないものについてはス

ケジュールの再調整など実質的に影響を受けている。 

・休校により、子供の面倒を見なくていけない従業員が発生し、人員調整が必要になった。 

（物流やサプライチェーンに関する記載） 

                              
11 公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会「緊急アンケート調査「新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ－１９）の

感染拡大による物流への影響について」調査結果」より一部抜粋 https://www1.logistics.or.jp/Portals/0/コロナウイ

ルスアンケート集計結果_20200318.pdf（アクセス日：2020.5.13） 
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・海外からの輸入、海外への輸出が停滞。 

・各種取扱いの大幅減少。そのため、学校休校による人員不足の影響は軽微。 

＜利用運送・物流管理業＞ 

（人や組織に関する記載） 

・学校の休校に伴い一部のパート社員に休み、勤務時間変更等が発生。人事部にて各拠点の状況を把握、応

援等の対応が必要な場合指揮する体制。しかし、今の時点(3月12日)では特に応援等の対応までは至っていな

い。 

・全てのスタッフに健康カードを出勤時に提出させているが、多少の発熱であっても帰宅させる等の対応を

行なっている。今後、人員体制の支障発生が懸念される。 

・倉庫内作業・納品現場ではテレワーク等が出来ないため、安全上の配慮がスタッフ部門のようには出来な

い。 

＜物流子会社＞ 

（人や組織に関する記載） 

・パート従業員のシフト調整。 

・従来の方法（社員が集合しての）社内会合（経営方針発表会他）の中止。 

・物流現場の感染対策に向けた、衛生用品（マスク、消毒剤など）の絶対量が不足していた。 

・納品時にマスク着用の依頼が多数あり、マスクを購入できず、対応に困った。 

 

これら各社の課題・対策を俯瞰すると、衛生用品（マスク、消毒剤など）の備蓄、②テレビ会議・テレワ

ークシステムの整備、③従業員、パートタイム従業員の人員確保、④社内に感染者が発生した際の対応など

が、キーワードとなっていることがわかる。 

① 衛生用品の備蓄 

今回の感染症拡大以前は 50 枚入り使い捨てマスクが 500 円強（1 枚約 10 円程度）で売られていた。し

かし世界的な需要の急増、原材料である不織布の高騰、生産国による輸出規制、国内での転売などによ

り、最も価格が高騰した時期には感染症拡大前の 8～10 倍程度までに達した。その後、国民生活緊急措

置法に基づくマスクの転売規制により転売行為が禁止され、わが国においては政府によって布マスクの

配布が開始されている。また、それまで自国民へのマスク拡充を優先し、マスクの輸出を停止していた

中国が 4 月 1日から輸出を再開したことにより、国内の使い捨てマスクの価格は下落した。5月 7日時点

のマスク 1枚あたりの最安値 1枚 33 円だったものが、5月 12 日時点は 21 円と 36％下落している 12。 

今後については、中国政府が粗悪品の流通を防止すべく「医療用か否かを明記させる」、「包装は小売

りできる状態にする」など規制を強化したことにより、一部わが国の市中でも見受けられる中国製マス

クの輸入が減少することが予想される。このため使い捨てマスクについては 6 月以降に再び価格が上昇

することが懸念されているが、国内各社が販売を開始している布マスクも選択肢のひとつとして備蓄し

ておくことが望ましい。 

消毒液は増産により量を確保しているものの、ボトルネックとなっているのが、ポンプやスプレーガ

ンなどの容器である。ポンプは約 20 個のパーツを組み合わせて製造されているが、コスト低減の観点か

                              
12 PRTIMES https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000021.000018230.html(アクセス日 2020 年 5 月 15 日) 
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ら中国、タイ、フィリピン、台湾など海外からの輸入に依存しているのが実情である。今回の感染症拡

大に際しては、これらの国々で工場の操業がストップした結果、アルコール消毒液を増産しても出荷で

きない状態が続いていた。容器不足解消の見通しは立たないなか、現在酒造メーカーがアルコール度数

７7％の消毒液としても使用できるアルコールを生産しており、医療機関を中心に徐々に流通しつつある。

消毒液に関しても備蓄を進めておく必要があると言える。 

② テレビ会議・テレワーク体制の整備 

物流業界において現業部門のテレワーク代替は困難であるが、店所間や本社間との会議も移動制限に

より、実施できなくなっており、テレビ会議システムの構築は課題となっている。また物流事業者でも

オフィスワーカーの一部はテレワークが可能な職種もあることから、テレワークによる業務体制を構築

しておくことも今後重要である。新型コロナウイルス感染症対策として厚生労働省ではテレワーク支援

の助成制度も用意されており、今後日本政府においてもテレワーク導入を強く推進していく方針である

ことから、助成制度を積極的に活用し、テレワーク整備しておくことが求められる。 

働き方改革推進支援助成金（新型コロナウイルス感染症対策のためのテレワークコース） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/jikan/syokubaisiki

telework.html 

③ 従業員・パートタイム従業員の人員確保 

物流業界においても、2月末の公立学校休校要請によって子供の面倒を見るため、休暇を取らざるを得

ない保護者が発生した。物流業界はテレワークなどへの移行が困難な職種が中心であるため、現業部門

での人員確保が困難な企業も存在する。前述の通り、平時においても物流業界全体で人手不足が深刻化

している一方、今回の感染症拡大に際してはトラック需要のミスマッチが発生している。これまで長距

離を運転していたドライバーを急きょ配送に回すことは車両台数や運行ルートの制約もあり、変更が難

しい側面は否めないが、庫内作業や物流センター内での仕分業務への一時的な転換は可能である。また

普段から出入りしている協力会社も含めて、需要急減で人員余剰となっている部門から業務過多となっ

ている部門への人員投入を検討し、緊急時におけるバックアップ体制の構築も必要となる。また将来に

備えて倉庫の自動化も検討しておくことが重要である。 

④ 感染発生時の対応 

物流業界においても日々感染者が確認されている。下記は大手物流事業者の公開データを中心に専門

ニュースサイトが集計した数値であるが、感染例を公開していない企業を含めると物流業界における感

染者数はさらに多いものと推測される。このことから各事業者は感染者の発生を、現実に直面しうる問

題として備えておく必要がある。 
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 図表９ 物流業界新型コロナウイルス感染者数 13 

 

感染者が発生したデポや物流センターでは荷受や発送を一時停止し、消毒作業を実施するため、配送

の遅延などが発生している。感染症対策のＢＣＰを策定する際には、近隣もしくは近県の物流拠点で感

染症が発生した際の代替受け入れ先を検討し、保管、荷捌き、加工作業などの能力の算定、感染者を除

く閉鎖された拠点からの人員の受け入れ体制、荷物の受け入れ制限の基準を策定し、模擬訓練しておく

ことが重要である。 

また、一般の配達先での感染症防止のため、一部配送業者では置き配が実施されている。感染症患者

が自宅療養を強いられている場合でも、配送ドライバーは患者との直接の接触を避けられるため、今後

も置き配活用の増加が見込まれる。一方で置き配の盗難事件も発生しているが、一部保険会社では置き

配による盗難が発生した際の盗難保険が用意されており、今後このような置き配の活用拡大に向けた環

境整備が進んでいくものと思われる。 

 

4.5. ＢＣＰの文書化 

上記のような新たに確認された課題に対する対応策も含め、感染症対策のＢＣＰについて検討した内容を

文書化し、誰が当事者でも運用できる状態にすることが重要である。更に下記事項を明確にし、発動時の意

思決定が円滑に進むよう対応訓練を繰り返し実施することが望まれる。 

                              
13 LogisticsToday「物流業界 新型コロナウイルス感染者数（毎日更新）」https://www.logi-today.com/373084 より

一部抜粋（アクセス日 2020 年 5 月 19 日） 
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図表 10 ＢＣＰ策定時の課題 14 

ＢＣＰの策定は骨の折れる作業だが、円滑に機能させて初めて価値を生む計画となる。 

 

4.6. 感染症の再流行に備える 

過去度々パンデミックを発生させたインフルエンザウイルスは、遺伝子の変異を経て何度も流行する傾向

がある。近年の研究でスペインインフルエンザ（別名：スペインかぜ）を引き起こしたのはＨ１Ｎ１型のイ

ンフルエンザウイルスであることが判明した。スペインインフルエンザは世界中で多数の死者を出しながら

3 年後に収束したが、Ｈ１Ｎ１型の亜型ウイルスは 1947 年のイタリアンインフルエンザ、1977 年のソ連イン

フルエンザ、2009 年の新型インフルエンザとしてくり返し流行している。これらのウイルスは人々の体に免

疫が備わった結果、スペインインフルエンザを除き流行の第二波以降は季節性インフルエンザとして巷間に

定着し現在に至った。今回の新型コロナウイルスについても、将来的には重症化リスクが低下する可能性は

あるが、第二波、第三波の感染拡大には警戒が必要である。また今回取り上げたＨ１Ｎ１型以外にも、アジ

アインフルエンザを起こしたＨ２Ｎ２型、香港インフルエンザの原因となったＨ３Ｎ２型など、今回の新型

コロナウイルス同様に感染力の強いウイルスも次なる流行が懸念されている。今回の新型コロナウイルスに

ついても有効な特効薬、ワクチンがない中で運送サービスを継続していくためには感染予防の徹底、衛生用

品の備蓄、テレビ会議システム、テレワークの整備、感染者の発生時のオペレーションなど感染症対策ＢＣ

Ｐを策定しておくことが現状、最も重要な感染症対策である。 

 

物流事業者は日本経済の重責を担っているため、今回の新型コロナウイルスも含め、今後新型の感染症は

いつ発生・流行しても不思議ではないとの前提で備えをお願いしたい。 

 

 

 

 

 

                              
14 当社作成 
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